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ア -ジ ア 2 2 ll 1 6 5 1 1 3 2 11 22 8 1 1.
(出所) 東洋経済 『海外連出企業稔覧』1987年版,より作成｡
第3表 松下電器産業における海外生産子会社の展開 (1985年9月30日現在)
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シンガポール (6社) 】 マレー シア (4社)
総 資 本
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第 5表 日本の主要電線メーカの海外進出状況 (1960-1979年)





































6) 佐々木隆雄 ･絵所秀紀編 『日本電子産業の海外進出』,法政大学出版局,1987年,22ページ｡
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第 6表 松下の国内経営の指標 (単位:%)
(注) 労務費と材料費は製造原価に占める構成比｡
売上高占有率は家電市場全体の売上高に占める比率｡













) 村上由美 ｢家庭電器産業の国際展望と我が国企業の対応｣, 日本長期信用銀行 『調査月報』第
175号,1980年,28ページ｡
8)前掲 『松下電器賀易の50年のあゆみ』,227ページ｡

















































ll) 松下の海外輸出については,例えば,前掲,岡本康雄 『日立と松下』;衣笠洋輔 『日本企業の
国際化戦略』,日本経済新聞社,1979年,などを参照｡
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(荏) 1984年度地域別三国間取引額903位円のうち:東南アジア 523億円 57.9%
台 湾 219億円 24.3%
イ ギ リス 69億円 7.6%










































































































































































120 (246) 第144巻 第2号
第3匪l松下の世界の電機メーカーとの協力関係
(出所) 西村貴志夫 『家電業界』,教育社,1987年,および松井幹雄 『-レクモロニクス』,
日本経済新聞社,1987年,などにより作成｡
第3は,欧米資本との提携によりOA機器分野への参入を果たし,総合エレ
クトロニクス企業への転換を図ることであるO同社は64年コンビュ-タ分野か
らの撤退を決めて以来,経営資源をすべて家電部門に投入し,その結果,コソ
ピューク･OA分野に大きな-ソディキャップを背負わなければならなかった｡
したがって,それを取り戻す為に欧米資本との技術資本提携により｢企業変身
作戦｣をはかる ｢合従連衡｣は,80年代において同社の企業国際化展開の最大
の課題となっているのである｡第3国に示したように,民生電気棟器部門では,
同社は主に資本提携 (ボッシュ松下),技術提携 (フィリップス)およびOE
M方式 (GE,RCA)で推進しており,産業情報機器部門では,同社は①日
本IBMの ｢5550シ1)-ズパソコン｣の生産委託を受けると共に,多機能小型
コソビュータの共同開発,㊤米タイム誌と共同でテレテキスト端末機プログラ
ムの開発,④GEとのOEM提携,などで幅広い技術資本提携を進めている｡
このような巨大企業間の資本 ･技術提携は,単に互いに出遅れていた分野での
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劣勢を取り戻すためではなく,技術革新に加速化されつつある産業構造変動の
下で世界電機市場を再編成 ･集約する新たな動向として捉えることができるO
このように,80年代に入って同社の国際化戦略は大きく変わってきているO
これに対応しうる海外法人展開をどのように進めるべきか,これこそ同社にと
っての重要課題となっているのである｡しかし,81年に海外総括本部を発足,
84年にその松下電器貿易への移管,さらに88年に電産と貿易を合併という同社
の管理体制の変化から,まだ,その模索過程にあるように思われる｡
むすび- 同社の国際化を促進する条件
これまで同社の企業国際化の過程を概観的に見てきた｡それによって示され
たことは次のようになる｡第1は,同社の ｢企業国際化｣の過程は60年代後半r
から始まってきたが,70年代後半までにはほぼ完成に至った｡この過程におい
て,同社は常に欧米市場への接近を戦略目標として設定し,核心的地位を与え
てきたこと｡第2は,したがって,海外進出する際,必ずしも技術優位性に基
づく現地生産体制の展開とコスト面での国際比較優位性の追求だけがその促進
要因ではなかったということ｡第3は,欧米資本との資本 ･技術提携により世
界電機市場を再編成 ･集約を図ること｡
以上から,同社の海外進出の目的は,これまでの研究によって明らかにされ
てきたような単なる内外の経営環境の変化に対処する,あるいはそのために最
適経営資源を求めるという,いわば受け身的な進出だったばかりではなく,む
しろ進出を通じて意識的に世界市場での市場支配力を高めようとするものであ
ったということである｡これはこれまでの ｢順貿易志向型｣とされる日本企業
.の海外進出と大きな相違があると考えられようOまた,まさしくこの点こそが
滴社の ｢企業国際化｣を促進してきた原動力であり,それは世界電機市場での
舞争激化や,新たな電機資本の再編成 ･集約という動きの中での他電機メーカ
ーの海外進出に刺激されながら,ますます強められつつあると言えよう｡
